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ＴＡＣ 中小企業診断士講座 

 

※無断複写・複製を禁じます。 

2014 年合格目標 

ＴＡＣ中小企業診断士講座 

２次本試験分析会 レジュメ 



TAC 中小企業診断士講座 

 

平成２６年度 第２次筆記試験 再現答案募集のお願い 
 

 

平素はＴＡＣをご利用していただき、誠にありがとうございます。 

 

ＴＡＣ中小企業診断士講座では、平成 26 年度第 2 次筆記試験を受験された皆様を対象に、本試験で

実際に作成された答案を再現した「2 次筆記試験の再現答案」の募集をインターネット上で行ってお

ります。受験生の解答内容を把握し、講義・教材の質の向上に役立てさせていただきます。 

 

何卒ご協力賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

平成 26 年 10 月 29 日 

ＴＡＣ中小企業診断士講座 

 

 

【募集期間】  11/1（土）～12/21（日）ＴＡＣ受付分まで 

 

【募集方法】  インターネット上で募集いたします。以下の手順でご提出願います。 

 

①Ｗｅｂお知らせ掲示板：http://shindan.tac-school.co.jp/ にアクセスし（Google にて「TAC

診断士」「お知らせ掲示板」で検索してヒットします）、「事務局からのご連絡」をご確認ください。 

 

②ファイル名：「再現答案入力フォーマット」「各事例評価入力フォーマット」の２つのファイルをダ

ウンロードしてください。 

 

③「再現答案入力フォーマット」に必要事項を入力し、フォーマットに記載されているメールアド

レスに送信してください。 

 

④筆記試験合格発表（12/12（金））後、「各事例評価入力フォーマット」に必要事項を入力し、フォ

ーマットに記載されているメールアドレスに送信してください。 

 

＊ 再現答案に対する添削指導はございません。また、謝礼等もございませんのであらかじめご了承ください。 

 

＊ 当「再現答案の募集」は全てインターネット上でのみ募集いたします。ＴＡＣ受付窓口への提出ならびに郵送提出

は承っておりません。 

 

 

以 上 

 

 

 



 

 

 

＜TAC○診＞ 

＜全体講評＞ 

  

事例Ⅰから事例Ⅳ４つの事例とも、試験問題として対応が難しい事例でした。「難しかっ

た」という印象を持った受験者が多かったと思われます。ただ、結果的に約２割が合格す

るということを前提に考えると、「大事故を連発しなければよい」という点は変わっていま

せん。 

それぞれの事例について、簡単に特徴を整理してみます。 

事例Ⅰは、まったく何を解答してよいかわからないという問題はなかったと思われます。

しかし、要求の抽象度がかなり高い問題が多く、かつ、事例Ⅰにしては問題本文の記述量

が多いため。解答を組み立てる根拠の特定が難しいです。比較的得点しやすい第 2問でそ

れなりに得点すること、残りの問題は、無理やり解答内容を絞りこむことをせず、複数の

内容で構成し得点を積み上げていく対応ができれば十分だと思います。 

事例Ⅱは、昨年の形式をさらに極端にしたかたちになりました。採点基準によってはか

なり得点のばらつきが大きくなる可能性があります。第 3問では、少なくとも数値を正確

に表現できていること（結論はともかく）、第 2 問、第 4 問は、要求をしっかり解釈し、

あくまで問題本文中に示された根拠を最優先し、そこから解答を組み立てる慎重な対応を

したかどうかがポイントになると思われます。 

事例Ⅲは、制限時間内に問題本文に示されている内容を要求に合わせて正確に整理・理

解すること難しいです。また、制限字数 160字の問題が２つあり編集にも時間がかかりま

す。第 1問、第 2問を早めの時間帯に片付けて、ヘビーな第 3問、第 4問にじっくり取り

組み、ある程度の内容の解答を仕上げることができれば、十分であったと思われます。 

事例Ⅳは、ここ 2,3年続いた形式・内容でビックリするということがない分、ぱっと見  

対応しやすい印象ですが、得点を伸ばすのは難しい問題（配点）構成になっています。特

に第 3問では、問題の理解を正確に行わないと、個別固定費の扱いを誤り（設問 2）（設問

3）は失点する可能性が高いです。得点可能性の高い第 1 問と第 4 問の配点がもう少し高

ければ全体の印象もかなりちがったものになったと思われます。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＭＥＭＯ 

＜TAC○診＞ 

 













  

【中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅰ】 

 

 

第 1問（配点 20点） 

研 究 開 発 や 産 学 ・ 企 業 間 の 連 携 に 対 し て 公 的 

支 援 な ど 各 種 支 援 の 充 実 化 が 図 ら れ て お り 、 

経 営 資 源 に 乏 し い 中 小 企 業 で あ っ て も 、 将 来 

の 発 展 可 能 性 は 高 い が 時 間 の か か る 基 礎 的 な 

技 術 を 習 得 し て 、 事 業 の 柱 と な る 独 創 的 な 技 

術 を 創 出 す る こ と が 可 能 と な っ て い る 。   

 

 

第 2問（配点 20点） 

大 学 や 企 業 の 研 究 機 関 か ら の 単 発 的 な 依 頼 に 

基 づ い て 開 発 し た 製 品 は 、 技 術 的 な 範 囲 が 限 

定 的 で 発 展 可 能 性 に 乏 し い こ と か ら 、 そ も そ 

も Ａ 社 の 事 業 の 柱 と な り う る よ う な 独 創 的 な 

商 品 開 発 と は な り 得 な か っ た か ら で あ る 。  

 

 

第 3問（配点 20点） 

今 後 、 新 規 事 業 を 開 発 し 発 展 さ せ て い く た め 

に は 、 多 額 の 研 究 開 発 資 金 を 継 続 的 に 調 達 す 

る こ と が 求 め ら れ る た め 、 各 事 業 で 必 要 と な 

る 研 究 開 発 資 金 を 把 握 し 、 そ の 調 達 ・ 管 理 を 

担 う 専 門 の 人 材 や 部 署 の 設 置 が 課 題 と な る 。 

 

 

第 4問（配点 20点） 

近 年 昇 進 し た 高 度 な ガ ラ ス の 加 工 技 術 を 保 有 

す る ２ 人 の 中 途 採 用 の 製 造 課 長 を 中 心 に 、 そ 

れ ま で の Ａ 社 に は な い 観 点 か ら 製 造 工 程 の 抜 

本 的 な 改 善 に 取 り 組 ん だ こ と に よ っ て 大 幅 な 

良 品 率 の 改 善 に つ な が っ た と 考 え ら れ る 。  

 



 

第 5問（配点 20点） 

短 期 的 な 成 果 に と ら わ れ な い 人 事 評 価 を 行 う 

と と も に 、 専 門 性 を 高 め る た め の 社 外 で の 活 

動 を 認 め る な ど 、 研 究 に 関 す る 自 由 裁 量 の 余 

地 を 高 め る こ と で 各 研 究 員 が そ れ ま で の 研 究 

を 継 続 で き る 環 境 を 整 備 す る こ と で あ る 。  
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＜TAC○診＞ 

 

















  

【中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅱ】 

 

 

第 1問（配点 25点） 

（a） 

一 般 向 け ツ ア ー は ③ の 金 の な る 木 、 海 外 研 修 

ツ ア ー は ① の 花 形 に そ れ ぞ れ 該 当 す る 。   

 

（b） 

一 般 向 け ツ ア ー は ④ の 負 け 犬 、 海 外 研 修 ツ ア 

ー は ④ の 負 け 犬 、 介 護 付 き ツ ア ー は ② の 問 題 

児 に そ れ ぞ れ 該 当 す る 。          

 

 

第 2問（配点 25点） 

地 域 と 連 携 し て B 社 の 添 乗 員 に よ る 介 護 を 体 

験 す る イ ベ ン ト を 開 催 し 、 口 コ ミ を 促 進 す る 

。 ま た 、 参 加 者 に は B 社 の 顧 客 の 声 を 掲 載 し 

た ダ イ レ ク ト メ ー ル を 発 送 す る な ど 、 第 3 者 

か ら の 信 頼 に 基 づ い た 安 心 感 を 醸 成 し て い く。 

 

 

第 3問（配点 30点） 

（設問 1） 

デ シ ル 1 か ら 3 の 総 利 用 金 額 シ ェ ア が 、 そ れ 

ぞ れ 10 % を 上 回 り 、 ま た 、 3 つ の 合 計 が 53 .1 

% と 上 位 30 % の 顧 客 で 総 利 用 金 額 の 半 分 以 上 

を 占 め る 売 上 の 構 造 に な っ て い る 。 よ っ て 、 

デ シ ル 1 か ら 3 ま で が 重 要 顧 客 層 で あ る 。  

 

 

 

 

 

 



 

（設問 2） 

上 位 顧 客 と 下 位 顧 客 は 、 客 単 価 は ほ ぼ 同 額 だ 

が 、 3 年 間 で の 利 用 回 数 が 、 デ シ ル 3 が 2 .8 

回 、 デ シ ル 4 は 1 .8 回 と な る な ど 、 利 用 回 数 

の 乖 離 に よ っ て 総 利 用 金 額 に 差 が 生 じ て い る。 

よ っ て 、 利 用 回 数 が 1 回 の み で リ ピ ー ト し て 

い な い 下 位 顧 客 を 戦 略 的 タ ー ゲ ッ ト と す る 。 

 

 

第 4問（配点 20点） 

支 援 ・ 介 護 レ ベ ル に 応 じ た ツ ア ー を 商 品 化 す 

る こ と で 海 外 旅 行 や 長 期 日 程 の ツ ア ー を 実 現 

し 、 支 援 ・ 介 護 レ ベ ル が 低 い 顧 客 の 1 回 あ た 

り の 利 用 金 額 を 高 め て い く よ う 助 言 す る 。  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＭＥＭＯ 
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【中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅲ】 

 

 

第 1問（配点 10点） 

強 み は 、 評 価 が 高 い 超 精 密 ・ 小 型 加 工 技 術 お 

よ び 精 密 部 品 の 生 産 に 必 要 な 生 産 能 力 の 保 有 

で あ り 、 弱 み は X 社 へ の 高 依 存 度 で あ る 。   

 

 

第 2問（配点 20点） 

連 続 生 産 を 行 う 自 動 旋 盤 に つ い て 予 防 保 全 を 

導 入 し て 精 度 を 維 持 す る と と も に 、 経 験 に よ 

る メ ン テ ナ ン ス を 標 準 化 し て 歩 留 り の 向 上 を 

図 る 。 ま た 、 各 自 動 旋 盤 の 状 況 を 分 析 し て 更 

新 順 位 を 設 定 し 、 将 来 の 更 新 計 画 に 備 え る 。 

 

 

第 3問（配点 40点） 

（設問 1） 

翌 々 月 前 半 分 の 材 料 を 予 測 で は な く 、 顧 客 か 

ら 内 示 さ れ る 3 カ 月 分 の 発 注 情 報 に 基 づ い て 

手 配 で き る た め 在 庫 を 削 減 で き 、 原 材 料 費 も 

減 ら せ る 。 ま た 複 数 の 顧 客 と 直 接 受 注 ・ 発 送 

を 行 う た め 、 取 引 の ノ ウ ハ ウ を 習 得 で き る 。 

 

（設問 2） 

品 種 増 ・ 小 ロ ッ ト 化 ・ 週 次 納 品 に 対 応 で き る 

生 産 シ ス テ ム へ の 変 更 に 合 わ せ て 、 社 内 の 都 

合 で は な く 、 顧 客 を 優 先 し た 生 産 計 画 に 改 革 

す る 。 具 体 的 に は 、 確 定 発 注 情 報 に 基 づ く 週 

次 の 生 産 計 画 も 立 案 し 、 切 削 工 程 以 外 の 工 程 

の 加 工 順 を 納 期 順 に 決 め る 。 材 料 の 納 期 が 2 

週 間 の た め 、 資 材 調 達 計 画 も 作 成 頻 度 を 上 げ 

て 各 週 の 在 庫 数 と 生 産 計 画 数 を 反 映 さ せ る 。 



 

第 4問（配点 30点） 

部 品 の 現 地 調 達 化 を 進 め て い る X 社 経 由 で の 

海 外 メ ー カ ー へ の 納 品 が 困 難 に な る た め 、 X 

社 以 外 の 海 外 メ ー カ ー へ の 販 路 開 拓 に 取 り 組 

む 。 そ の た め の 経 営 資 源 と し て 、 C 社 の 精 密 

部 品 が 、 世 界 市 場 で 著 名 な 精 密 機 器 の 構 成 部 

品 で あ る こ と が 活 か せ る 。 一 方 で 新 規 受 注 担 

当 が 役 員 2 名 で は 弱 い た め 、 製 造 部 の 受 注 業 

務 経 験 者 等 を 営 業 担 当 者 と し て 育 成 す る 。   
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＜TAC○診＞ 

 



  

【中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅳ】 

 

 

第 1問（配点 24点） 

 (a) (b) (c) 

①  売上高総利益率 72（％） 

実 験 的 な 開 店 や お 土 産 

と し て の 商 品 化 の 成 功 

に よ り 収 益 性 が 高 い 。 

②  有形固定資産回転率 1.11（回） 

駅 前 や 商 店 街 に 立 地 す 

る 店 舗 の 売 上 が 不 十 分 

の た め 効 率 性 が 低 い 。 

③  自己資本比率 16.67（％） 

十 分 な 内 部 留 保 が 行 わ 

れ ず 負 債 の 割 合 が 高 い 

た め 安 全 性 が 低 い 。  

 

第 2問（配点 30点） 

（設問 1） 

(a) 

（単位：千円） 

除却損＝2,000 

平成 27年度の営業利益＝31,500×1.1－（19,500＋3,000＋6,500×1.1＋3,000） 

＝2,000 

減価償却費＝15,000÷5年＝3,000 

∴ 税引後キャッシュフロー＝2,000×（1－0.4）＋3,000＋2,000×0.4＝5,000 

 

(b) 

（単位：千円） 

除却損＝ゼロ 

平成 27年度の営業利益＝31,500×1.05 －31,000 

＝2,075 

減価償却費＝2,000 

∴ 税引後キャッシュフロー＝2,075×（1－0.4）＋2,000＝3,245 

 

 

（設問 2） 

・平成 26年度末に改装する場合の正味現在価値 

 5,000×0.95＋4,200×（0.91＋0.86＋0.82＋0.78）－15,000＝3,904（千円） 

・平成 27年度末に改装する場合の正味現在価値 

 3,245×0.95＋4,200×（0.91＋0.86＋0.82＋0.78）－15,000×0.95＝2,986.75（千円） 

∴ 正味現在価値が大きい平成 26年度末に改装するほうがよい。 

 



 

第 3問（配点 30点） 

（設問 1） 

（X） （Y） （Z） 

71.70（%） 72（%） 70（%） 

 

（設問 2） 

 

（構成比） 

商品 X：10,000／18,000 商品 Y：8,000／18,000 商品 Z：0 

 

（求め方） 

時間当たりの限界利益の大きいものから生産する。よって、商品 X、Z、Y の順になる。しかし、

商品 Zは貢献利益がマイナスであるため生産しない（商品 Zの変動費と個別固定費の発生を回避で

きる）。 

よって、直接作業時間の余力を商品 Y に割り当てることで、営業利益が 16,800,000 円で最大とな

る。 

 

 

（設問 3） 

(a) 商品 X：11,000／16,000 商品 Y：0 商品 Z：5,000／16,000 

 

(b) 

 

（結論） 

提案を受け入れない。 

 

（理由） 

提案を受け入れた場合は、当初の場合と比べ、販売促進によって商品 Z の貢献利益がプラスに変

わり、商品 Y の貢献利益はマイナスに変わる。よって、商品 Y は生産しない（商品 Y の変動費

と個別固定費の発生を回避できる）。結果、営業利益が 10,050,000円で最適となる。 

しかし、当初の営業利益に比べ減少するため、提案を受け入れない。 

 

 

第 4問（配点 16点） 

 (a) (b) 

① 為替予約 
円安になった場合は予約レートでの決済で為替差損の計上を回避でき、円

高になった場合は円高のメリットを享受できない。 

② 
コールオプショ

ンの買い 

円安になった場合は権利行使によって為替差損の計上を回避でき、円高に

なった場合は、オプションプレミアム分の損失が生じる。 

 



1 

 

事例Ⅳ（平成 26年度） 計算過程 

 

第 2問 

（設問 1） 

(a)平成 26年度期末に改装した場合 

 

     除却 

        H27    H28   H29    H30   H31 

     改装 

                        （単位：千円） 

  平成 27年度以降 

売上高 46,200  

売上原価 11,550  

売上総利益 34,650  

販売費一般管理費 32,650 

人件費 19,500  

店舗賃借料 3,000  

その他経費 7,150  

減価償却費 3,000  

営業利益 2,000  

         ※減価償却費＝15,000÷5年＝3,000千円 

よって、 

 平成 27年度の税引後 CF＝営業利益×（1－税率）＋減価償却費＋除却損×税率 

             ＝2,000×（1－0.4）＋3,000＋2,000×0.4 

             ＝5,000（千円） 

また、 

 平成 28年度以後の税引後 CF＝2,000×（1－0.4）＋3,000 

               ＝4,200（千円） 

となる。 

 

【補足】除却損の節税効果について 

 平成 26年度期末に改装した場合は、平成 26年度期末に現在の設備備品の除却が生じる。

設備備品は帳簿価額で除却されるため、除却損＝帳簿価額となる。問題文から、除却は翌

年度期首（平成 27年度期首）に行われるため、除却損が損益計算書上に反映されるのは平

成 27 年度期末になる。よって、除却損の節税効果は平成 27 年度期末に生じると考えられ

る。 
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(b)平成 27年度期末に改装した場合 

 

          除却 

        H27    H28   H29    H30   H31 

          改装 

                              （単位：千円） 

  平成 27年度 平成 28年度以降 

売上高 44,100  46,200  

売上原価 11,025  11,550  

売上総利益 33,075  34,650  

販売費一般管理費 31,000 32,650 

人件費 19,500 19,500 

店舗賃借料 3,000 3,000 

その他経費 6,500 7,150 

減価償却費 2,000 3,000 

営業利益 2,075 2,000 

 

 平成 27年度の税引後 CF＝営業利益×（1－税率）＋減価償却費 

             ＝2,075×（1－0.4）＋2,000 

             ＝3,245（千円） 

 

また、平成 28年度以後の税引後 CFは、(a)の数値と同額となる。 

 

（設問 2） 

・平成 26年度期末に改装した場合の正味現在価値（NPV） 

 NPV＝5,000×0.95＋4，200×（0.91＋0.86＋0.82＋0.78）－15,000 

＝3,904（千円） 

 

・平成 27年度期末に改装した場合の正味現在価値（NPV） 

 NPV＝3,245×0.95＋4,200×（0.91＋0.86＋0.82＋0.78）－15,000×0.95 

＝2,986.75（千円） 
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第 3問 

 

  X Y Z 

販売単価 5,300 5,000 5,500 

変動費 1,500 1,400 1,650 

限界利益 3,800 3,600 3,850 

直接作業時間 0.4 0.6 0.5 

個別固定費 18,000,000 17,000,000 17,000,000 

共通固定費   15,000,000    

 

（設問 1） 

・限界利益率 

 商品 X：3,800÷5,300×100＝71.698…≒71.70（％） 

 商品 Y：3,600÷5,000×100＝72（％） 

 商品 Z：3,850÷5,500×100＝70（％） 

 

（設問 2） 

・単位時間あたりの限界利益 

 商品 X：3,800÷0.4時間＝9,500（円／時間） 

 商品 Y：3,600÷0.6時間＝6,000（円／時間） 

 商品 Z：3,850÷0.5時間＝7,700（円／時間） 

よって、単位時間あたりの限界利益が大きいものから順に生産するため、商品 X、Z、Yの

順になる。 

 

・生産量の構成比 

  X Y Z 

需要予測（ロット） 10,000 8,000 4,000 

 

 商品 X：10,000ロット生産 → 10,000ロット×0.4時間＝4,000時間 

 商品 Z：4,000ロット生産 → 4,000ロット×0.5時間＝2,000時間 

 商品 Y：残りの直接作業時間＝9,600－（4,000＋2,000）＝3,600時間 

 需要予測である 8,000 ロットは生産できない（8,000 ロット×0.6 時間＝4,800 時間かか

るため）。よって、3,600時間÷0.6時間＝6,000ロットの生産となる。 

 

 したがって、商品 X を 10,000 ロット、商品 Y を 6,000 ロット、商品 Z を 4,000 ロット

生産した場合の損益計算は次のようになる。 
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（単位：円） 

 X Y Z 

生産量（ロット） 10,000 6,000 4,000 

単位あたり限界利益 3,800  3,600  3,850  

限界利益 38,000,000 21,600,000 15,400,000 

個別固定費 18,000,000 17,000,000 17,000,000 

貢献利益 20,000,000 4,600,000 －1,600,000 

貢献利益の合計 23,000,000 

  営業利益 8,000,000 

   

 ただし、商品 Z の貢献利益がマイナスとなる。この場合、商品 Z を生産しないことで商

品 Z にかかる変動費と個別固定費の発生を回避することができる。そして、商品 Z を生産

しないことで直接作業時間の余力が生じるため、商品 Y の生産に割り当てることで、営業

利益の最大化を図る（商品 Yの需要予測 8,000ロットをすべて生産することが可能）。 

 

（単位：円） 

 

X Y Z 

生産量（ロット） 10,000 8,000 0 

単位あたり限界利益 3,800  3,600  0  

限界利益 38,000,000 28,800,000 0 

個別固定費 18,000,000 17,000,000 0 

貢献利益 20,000,000 11,800,000 0 

貢献利益の合計 31,800,000 

  営業利益 16,800,000 

   

 したがって、商品 Xを 10,000ロット、商品 Yを 8,000ロット生産することで、営業利益

が最大化する。 

 

（設問 3） 

 （設問 2）の条件に加えて、商品 Xと Zに販売促進費として、それぞれ 50万円を追加し

た場合、平成 27年度の需要が増加するという提案についての是非が問われている。平成 27

年度の需要予測は、次のようになる。 

 

  X Y Z 

需要予測（ロット） 11,000 8,000 5,000 
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 商品 X：11,000ロット生産 → 11,000ロット×0.4時間＝4,400時間 

 商品 Z：5,000ロット生産 → 5,000ロット×0.5時間＝2,500時間 

 商品 Y：残りの直接作業時間＝9,600－（4,400＋2,500）＝2,700時間 

 需要予測である 8,000 ロットは生産できない（8,000 ロット×0.6 時間＝4,800 時間かか

るため）。よって、2,700時間÷0.6時間＝4,500ロットの生産となる。 

 

（単位：円） 

 

X Y Z 

生産量（ロット） 11,000 4,500 5,000 

単位あたり限界利益 3,800  3,600  3,850  

限界利益 41,800,000 16,200,000 19,250,000 

個別固定費 18,500,000 17,000,000 17,500,000 

貢献利益 23,300,000 －800,000 1,750,000 

貢献利益の合計 24,250,000 

  営業利益 9,250,000 

     ※商品 Xと Zの個別固定費に 50万円を加算。 

 

 （設問 2）と異なり、商品 Z の貢献利益はプラスになるが、商品 Y の貢献利益はマイナ

スに変わる。この場合、商品 Y を生産しないことで商品 Y にかかる変動費と個別固定費の

発生を回避することができる。なお、商品 Yを生産しないことで商品 Xと Zの生産量は変

わらない。 

（単位：円） 

 

X Y Z 

生産量（ロット） 11,000 0 5,000 

単位あたり限界利益 3,800  0  3,850  

限界利益 41,800,000 0 19,250,000 

個別固定費 18,500,000 0 17,500,000 

貢献利益 23,300,000 0 1,750,000 

貢献利益の合計 25,050,000 

  営業利益 10,050,000 

   

 したがって、営業利益は 10,050,000円となるが、（設問 2）で解答した営業利益の額を下

回るため、本提案は受け入れないことになる。 

 

 



 



 

 

 

 

 


